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ファミリー・バイオレンスの法対応に関する
日中比較法的研究

楊　佳偉

一、はじめに
二、日本における特別法の対応
三、中国における『反家庭暴力法』
四、終わりに 

一、はじめに

　現在、ファミリー・バイオレンスは日常的に発生し、世界的に重大な社会問
題となっていると考えられる。各国は、この深刻な問題に対し、行政福祉や刑
事政策等の法的対応に基づいた努力をしている。
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一、はじめに 

 現在、ファミリー・バイオレンスは日常的に発生し、世界的に重大な社会問

題となっていると考えられる。各国は、この深刻な問題に対し、行政福祉や刑

事政策等の法的対応に基づいた努力をしている。 

 

図図 11--11  日日本本ののフファァミミリリーー・・ババイイオオレレンンススにに対対すするる法法対対応応  

日本では、ファミリー・バイオレンスを予防するために、被害者の身分ごと

に、行政福祉の分野における対応策を中心とする特別法が制定されている1。具

体的には、児童の被害者を対象としたものとして、『児童福祉法』と『児童虐待

の防止等に関する法律（以下『児童虐待防止法』という）』、配偶者からの暴力

（以下 DV という）の被害者を対象としたものとして、『配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する法律（以下『DV 防止法』という）』、高齢者を対象

としたものとして、『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

 
1 川出敏裕＝金光旭『刑事政策[第 2 版]』（成文堂、2018 年）473 頁。 

図 1-1 日本のファミリー・バイオレンスに対する法対応

　日本では、ファミリー・バイオレンスを予防するために、被害者の属性・身
分ごとに、行政福祉の分野における対応策を中心とする特別法が制定されてい
る 1）。具体的には、児童の被害者を対象としたものとして、『児童福祉法』と

1）　川出敏裕＝金光旭『刑事政策［第 3版］』（成文堂、2023年）498頁。
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『児童虐待の防止等に関する法律（以下『児童虐待防止法』という）』、配偶者
からの暴力（以下 DVという）の被害者を対象としたものとして、『配偶者か
らの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下『DV防止法』という）』、
高齢者を対象としたものとして、『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す
る支援等に関する法律（以下『高齢者虐待防止法』という）』が相次いで制定
された。要するに、図 1-1のように、日本ではファミリー・バイオレンスに対
応するための行政福祉に関する法律に基づき、被害者ごとに、事前予防及び被
害者に対する救済が果たされている。さらに、加害者に対する処罰及び再犯予
防は、場合によっては、刑罰によっても実現されている。
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る法律（以下『高齢者虐待防止法』という）』が相次いで制定された。要するに、
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祉に関する法律に基づき、被害者ごとに、事前予防及び被害者に対する救済が

果たされている。さらに、加害者に対する処罰及び再犯予防は、場合によって
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図図 11--22  中中国国ののフファァミミリリーー・・ババイイオオレレンンススにに対対すするる法法対対応応  

これに対し、総体的に見れば、中国のファミリー・バイオレンスに対する処

理は，図 1-2 のような段階式となっている。一見すると、日本の行政から刑事

までの処理モデルと似ているが、その内実、特に行政的な処罰が全く違ってい

ると考えられる。具体的には、ファミリー・バイオレンスの加害者の情状によ

り、まず警察は、『中華人民共和国反家庭暴力法』（以下では『反家庭暴力法』

という）による対処をする。次に、加害者を処罰する必要がある場合には、フ

ァミリー・バイオレンス行為によって、治安管理に違反する「行為」の程度に

まで至ったら、『中華人民共和国治安管理処罰法』（以下では『治安管理処罰法』

という）で対処する。さらに、犯罪行為の程度に至ったら、『刑法』で対処する

ものとなる。すなわち、ファミリー・バイオレンスの加害者に対する処罰は行

政と刑事の二元的であり、日本のような被害者の類型ごとに特別法が用意され

ているわけではない。 

以下では、ファミリー・バイオレンスの被害者への行政福祉制度について、

日本の『児童虐待防止法』、『DV 防止法』及び『高齢者虐待防止法』を中心とし

て、それらが対象とする被害者ごとに、その対応方法へ検討を加えることにす

る。さらに、これと比較して『反家庭暴力法』に基づく中国のファミリー・バ

イオレンスに対する対処を検討する。 

 

図 1-2　中国のファミリー・バイオレンスに対する法対応

　これに対し、総体的に見れば、中国のファミリー・バイオレンスに対する処
理は、図 1-2のような段階式となっている。一見すると、日本の行政から刑事
までの処理モデルと似ているが、その内実、特に行政的な処罰は全く違ってい
ると考えられる。具体的には、ファミリー・バイオレンスの加害者の情状によ
り、まず警察は、『中華人民共和国反家庭暴力法』（以下では『反家庭暴力法』
という）による対処をする。次に、加害者を処罰する必要がある場合には、
ファミリー・バイオレンス行為によって、治安管理に違反する「行為」の程度
にまで至ったら、『中華人民共和国治安管理処罰法』（以下では『治安管理処罰
法』という）で対処する。さらに、犯罪行為の程度に至ったら、『刑法』で対
処するものとなる。すなわち、ファミリー・バイオレンスの加害者に対する処
罰は行政と刑事の二元的であり、日本のような被害者の類型ごとに特別法が用
意されているわけではない。
　以下では、ファミリー・バイオレンスの被害者への行政福祉制度について、
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日本の『児童虐待防止法』、『DV防止法』及び『高齢者虐待防止法』を中心と
して、それらが対象とする被害者ごとに、その対応方法へ検討を加えることに
する。さらに、これと比較して『反家庭暴力法』に基づく中国のファミリー・
バイオレンスに対する対処を検討する。

二、日本における特別法の対応

1．日本における配偶者からの暴力に対する規制

　かつて、DVは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわ
らず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。このような状況を
改善し、DVの発生を予防し、DVの被害者を保護するため、平成 13年（2001

年）に、DVに係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することによ
り、『DV防止法』が制定された。この法律における DVとは、配偶者からの身
体に対する暴力 2）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動である（『DV

防止法』第 1条第 1項）。そして、身体に対する DVを受けた後に、その被害
者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合には、当該配偶者から引き続
き受ける身体に対する暴力等も含まれるとする。また、その配偶者（加害者）
については、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情がある者
が含まれる（『DV防止法』第 1条第 3項）。さらに、婚姻関係における共同生
活に類する共同生活を営んでいない者を除き、すなわち生活の本拠を共にする
交際をする関係にある相手まで意味している（『DV防止法』第 28条の 2）。

（1）行政福祉による対応

　『DV防止法』の中で、DVに対応する行政の在り方についても規定されてい
る。第 2条によれば、内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働
大臣は、DVの防止及び被害者の保護のための政策に関する基本的な方針（以
下、「基本方針」という）を定めなければならない。都道府県も、基本方針に

2）　 身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。



ファミリー・バイオレンスの法対応に関する日中比較法的研究452

即し、基本的な計画を定めなければならない。さらに、市町村に対しても、基
本方針に即し、かつ都道府県の基本計画を勘案し、基本的な計画を定めるよう
努めなければならない。また、国及び地方公共団体については、職務関係者に
対し、被害者の人権、DVの特性等に関する理解を含めるために必要な研修及
び啓発を行うこと、国民に対し、DVの防止に関する理解を含めるため教育及
び啓発に努めること、DVの防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民
間の団体に対し、必要な援助を行うことが求められる（『DV防止法』第 23条、
第 24条、第 26条）。なお、DVの防止及び被害者の保護に資するため、加害者
の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に
関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に
努めるべきとされる（『DV防止法』第 25条）。また、DVの被害者に対する保護
を行うことだけでなく、福祉に関する事務所は、その被害者の自立を支援する
ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない（『DV防止法』第 8条の
3）。また、DV防止又は被害者の保護に関わる費用について、国及び都道府県市
から支弁する義務が明確に定められている（『DV防止法』第 27条、第 28条）。
　他方、配偶者暴力相談支援センターは、行政側から DVの防止及び被害者の
保護を図る最前線の機関であると評価できる。『DV防止法』第 3条 3項によ
れば、当該センターは次に掲げる業務を行う。すなわち、①被害者に関する各
般の問題についての相談 3）や相談機関の紹介、②医学的又は心理的指導（カウ
ンセリング）、③被害者及びその同伴者の緊急時における安全の確保及び一時
保護、④自立して生活することを促進するための情報提供及びその他の援助、
⑤被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供及びその他の援
助、⑥保護命令制度の利用についての情報提供、助言、関係機関への連絡等の
援助、である。このような業務から見ると、配偶者暴力相談支援センターは、
被害者への支援・保護はともかく、各行政機関又は裁判所との連携にとって

3）　『DV防止法』第 7条によれば、配偶者暴力相談支援センターは、通報と相談を受
けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、センターが行う業務の説明及び助言を
行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。
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も、軸となるべきものと位置づけられる。
　そして、DVの防止及び被害者の保護、支援を行うために、都道府県には、
配偶者暴力相談支援センターの設置を義務付け、また市町村にも、設置の努力
義務を設けた（『DV防止法』第 3条第 1項、第 2項）。そのため、近年、特に
市町村におけるセンター数は、年々増加している。令和 4年 3月までに、全国
の配偶者暴力相談支援センターの数はすでに 302か所が設置されていた 4）。セ
ンターの増加に伴い、センターへの相談件数も、図 2-1のように年々増えてい
き、令和 2年は 129,491件となり、『DV防止法』が施行された以来最多である
と見られる。DV被害者支援のための軸となるセンターの増加により、被害者側
からの相談、及びこの被害者に対する支援は容易になっていると考えられる。

 5

に伴い、センターへの相談件数も、図 2-1 のように年々増えていき、令和 2 年

は 129,491 件となり、『DV 防止法』が施行された以来最多であると見られる。

DV 被害者支援のための軸となるセンターの増加により、被害者側からの相談、

及びこの被害者に対する支援はやすくなっていると考えられる。 

 

図図 22--11  配配偶偶者者暴暴力力相相談談支支援援セセンンタターーへへのの相相談談件件数数のの推推移移5 

以上より、日本では DV 防止のため行政側の対応は、徐々に積極的になってい

る傾向にある。具体的には、DV の被害者が通報・相談しやすい環境を積極的に

作っている。様々な対応が可能な DV に対応する専門機関である支援センター

に相談しやすい環境が整備されてきたという変化は、救いをもらうか否かの選

択を、各利益を考慮しなければならない成年者である DV の被害者に与え、最大

限に被害者の個人意思を尊重しうる。 

  

（2）警察官からの援助 

警察庁が公開した犯罪情勢によると、DV 事案は未だ厳しい状況にあるといえ

る。まず、DV 事案等の相談件数は図 2-2 のように年々増加し、令和 3 年は 83,042

件になって、『DV 防止法』施行以来最多である。 

 
4。 
5 内閣府男女共同参画局「男女共同参加白書（令和 4 年版）」1.II.第 5 分野.第 1 節.5-

5。 

図 2-1　配偶者暴力相談支援センターへの相談件数の推移 5）

　以上より、日本では DV防止のため行政側の対応は、徐々に積極的になって
いる傾向にある。具体的には、DVの被害者が通報・相談しやすい環境を積極

4）　内閣府男女共同参画局「男女共同参加白書（令和 4年版）」1.II.第 5分野 .第 1

節 . 5-4。
5）　内閣府男女共同参画局「男女共同参加白書（令和 4年版）」1.II.第 5分野 .第 1

節 . 5-5。
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的に作っている。様々な対応が可能な DVに対応する専門機関である支援セン
ターに相談しやすい環境が整備されてきたという変化は、救助・支援を要請す
るか否かの選択を、各利益を考慮しなければならない成年者である DVの被害
者に与え、最大限に被害者の個人意思を尊重しうるものとなっている。

（2）警察官からの援助

　警察庁が公開した犯罪情勢によると、DV事案は未だ厳しい状況にあるとい
える。まず、DV事案等の相談件数は図 2-2のように年々増加し、令和 3年は
83,042件になって、『DV防止法』施行以来最多である。
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図図 22--22  DDVV 事事案案等等のの相相談談等等状状況況66  

一方で、DV に関する通報に対し、警察官は DV が行われていると認めるとき

は、暴力の制止、被害者の保護、又はその他の DV を防止するために必要な措置

を講ずるよう努めなければならないことが定められている（『DV 防止法』第 8

条）。例えば、表 1-1 によれば、警察により防犯指導・防犯機器の貸出しや、保

護命令制度の説明や、パトロールなどの措置は、近年多数に行われている。ま

た、警視総監若しくは都道府県警察本部長又は警察署長は、DV の被害者から、

DV による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出

を相当と認めるときは、当該被害者に対し、国家公安委員会規則で定めるとこ

ろにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示、又はその他の必要な援

助を行うものとする（『DV 防止法』第 8 条の 2）。なお、表 1-2 によると、その

支援は教示、助言、住所の隠蔽等の多方面から被害者にサポートを与えるもの

と思われる。 

以上のような警察側からの各援助は、その実効性は否定されるものではなく、

前述の積極的な行政対応と共に、「DV から救済されたい」という選択肢を選ん

だ被害者への最大の後ろ盾になるといえる。 

 
6 警察庁「令和 3 年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況に

ついて」第 2 の 1。 

図 2-2　DV 事案等の相談等状況 6）

　一方で、DVに関する通報に対し、警察官は DVが行われていると認めると
きは、暴力の制止、被害者の保護、又はその他の DVを防止するために必要な
措置を講ずるよう努めなければならないことが定められている（『DV防止法』
第 8条）。例えば、表 1-1によれば、警察により防犯指導・防犯機器の貸出し

6）　警察庁「令和 3年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応
状況について」第 2の 1。
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や、保護命令制度の説明や、パトロールなどの措置は、近年多数行われてい
る。また、警視総監若しくは都道府県警察本部長又は警察署長は、DVの被害
者から、DVによる被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、
その申出を相当と認めるときは、当該被害者に対し、国家公安委員会規則で定
めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示、又はその他の
必要な援助を行うものとする（『DV防止法』第 8条の 2）。なお、表 1-2によ
ると、その支援は教示、助言、住所の隠蔽等の多方面から被害者をサポートし
うるものと思われる。
　以上のような警察側からの各援助は、その実効性は否定されるものではな
く、前述の積極的な行政対応と共に、「DVから救済されたい」という選択肢を
選んだ被害者への最大の後ろ盾になるといえる。
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表表 11--11  警警察察にによよるる対対応応77  

  

表表 11--22  警警察察本本部部長長等等のの援援助助88  

 

 

（3）保護命令 

①概説 

DV の被害者を保護する最も重要な制度として、保護命令とは、DV の被害者の

生命または身体に、重大な危害を受ける恐れが大きいときに、その加害者に一

定の制限を加える措置である。具体的には、裁判所は配偶者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫を受けた被害者の申立てにより、その生命また

は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、以下の事

項を命ずる（『DV 防止法』第 10 条第 1 項）。 

まず、「接近禁止命令」とは、命令の効力が生じた日から 6 か月間、被害者の

身辺につきまとい、または被害者の住居、勤務先等の通常所在する場所の付近

を徘徊してはならないという命令である。また、被害者の申立てにより、その

 
7 警察庁「令和 3 年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況に

ついて」第 2 の 5。 
8 警察庁「令和 3 年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況に

ついて」第 2 の 4。 

表 1-1　警察による対応 7）
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表表 11--11  警警察察にによよるる対対応応77  

  

表表 11--22  警警察察本本部部長長等等のの援援助助88  
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①概説 
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生命または身体に、重大な危害を受ける恐れが大きいときに、その加害者に一

定の制限を加える措置である。具体的には、裁判所は配偶者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫を受けた被害者の申立てにより、その生命また

は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、以下の事

項を命ずる（『DV 防止法』第 10 条第 1 項）。 

まず、「接近禁止命令」とは、命令の効力が生じた日から 6 か月間、被害者の

身辺につきまとい、または被害者の住居、勤務先等の通常所在する場所の付近

を徘徊してはならないという命令である。また、被害者の申立てにより、その

 
7 警察庁「令和 3 年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況に

ついて」第 2 の 5。 
8 警察庁「令和 3 年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況に

ついて」第 2 の 4。 

表 1-2　警察本部長等の援助 8）

7）　警察庁「令和 3年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応
状況について」第 2の 5。

8）　警察庁「令和 3年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応
状況について」第 2の 4。
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（3）保護命令

①概説
　DVの被害者を保護する最も重要な制度として、保護命令がある。これは、
DVの被害者の生命または身体に、重大な危害を受ける恐れが大きいときに、
その加害者に一定の制限を加える措置である。具体的には、裁判所は配偶者か
らの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた被害者の申立てによ
り、その生命または身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者
に対し、以下の事項を命ずる（『DV防止法』第 10条第 1項）。
　まず、「接近禁止命令」とは、命令の効力が生じた日から 6か月間、被害者
の身辺につきまとい、または被害者の住居、勤務先等の通常所在する場所の付
近を徘徊してはならないという命令である。また、被害者の申立てにより、そ
の生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、面会の要求するこ
と、著しく粗野又は乱暴な言動をすること、無言電話、又は緊急場合を除き連
続的に若しくは午後 10時から午前 6時までの間に、電話をかけ、電子メール・
ファクシミリ措置を用いて送信すること、被害者の名誉を害する事項を告げ、
又はその知りうる状態に置くこと、汚物、動物の死体その他の著しく不快又は
嫌悪感の情を催させるような物を送付し、又はその知りうる状態に置くこと、
その性的羞恥心を害する事項を告げ、又は羞恥心を害する文書、図画を送付
し、若しくはその知りうる状態に置くこと等の実効的な事項を、当該配偶者に
対する接近禁止命令に加えて、禁止することができる（『DV防止法』第 10条
第 2項）。そして、被害者が未成年の子と同居している場合において、暴力を
行った配偶者がその子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行なっていること又は
その他の事情があることから、被害者がその同居している子に関して配偶者と
面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるとき
は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、その子 9）への接近を禁止する
ことができる（『DV防止法』第 10条第 3項）。さらに、当該配偶者が被害者
の親族及びその他被害者と社会生活において密接な関係を有する者の住居に押

9）　ただし、当該子が 15歳以上であるときは、その同意が必要である。
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し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていること、又はその他の事情があ
るから被害者が、その親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされる
ことを防止するため必要があると認めるときは、被害者の申立てにより、当該
配偶者に対し、その親族等 10）への接近を禁止することもできる（『DV防止法』
第 10条第 4項）。
　次に、「退去命令」11）とは、命令の効力が生じた日から 2か月間、被害者と共
に生活の本拠としている住居から退去すること及び当該住所の付近を徘徊して
はならないとするものである。
　以上により、被害者の申立てにより、裁判所が DVの加害者に対し接近禁止
命令、退去命令を発する保護命令の制度が創設されたことになる。この命令に
違反した者は刑罰の対象とされ、1年以下の懲役または 100万円以下の罰金に
処する 12）（『DV防止法』第 29条）。

②保護命令の申立て
　平成 20年の法改正に伴い、保護命令の申立てを行える DVにあたる範囲が
拡大され、生活の本拠を共に交際相手からの暴力を受ける被害者も、保護命令
の適用対象となった。図 2-3によると、その年の申立ての件数は、前年と比べ
多く増えていた。それ以降、数年の相対的起伏を経て、平成 26年から保護命
令の申立ての件数は総体的に減らしている傾向にあると見られる。減少の原因
について、前述の行政側、警察側等の支援措置の多様化、完備と一定の関連性
があると思われる。

10）　ただし、申立ての時においては、当該親族等の同意がある場合に限り、するこ
とができる。

11）　申立ての際に、被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。
12）　ただし、近年保護命令違反の裁判例から見ると、単なる保護命令違反の件数よ
り、加害者が命令違反の同時に他の罪も犯した件数の方が多いという実態がある。
例えば、①大阪地方裁判所堺支部平成 27年（わ）第 703号。②宇都宮地方裁判所
栃木支部平成 15年（わ）第 366号。③山口地方裁判所平成 23年（わ）第 72号。
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令、退去命令を発する保護命令の制度が創設された。この命令に違反した者は

刑罰の対象とされ、1 年以下の懲役または 100 万円以下の罰金に処する12（『DV

防止法』第 29 条）。 

 

②保護命令の申立て 

平成 20 年の法改正に伴い、保護命令の申立てを行える DV にあたる範囲が拡

大され、生活の本拠を共に交際相手からの暴力を受ける被害者も、保護命令の

適用対象となった。図 2-3 によると、その年の申立ての件数は、前年と比べ多

く増えていた。それ以降、数年の相対的起伏を経て、平成 26 年から保護命令の

申立ての件数は総体的に減らしている傾向にあると見られる。減少の原因につ

いて、前述の行政側、警察側等の支援措置の多様化、完備と一定の関連性があ

ると思われる。 

 

図図 22--33  DDVV にに関関すするる保保護護命命令令既既済済事事件件数数のの推推移移1133  

  

 
12 ただし、近年保護命令違反の裁判例から見ると、単なる保護命令違反の件数より、加

害者が命令違反の同時に他の罪も犯した件数の方が多いという実態がある。例えば、①

大阪地方裁判所堺支部平成 27 年（わ）第 703 号。②宇都宮地方裁判所栃木支部平成 15

年（わ）第 366 号。③山口地方裁判所平成 23 年（わ）第 72 号。 
13 最高裁判所「年報（民事・行政事件編）」により作成。平成 18（2006）年の値は、同年

4 月から 12 月までの件数である。 

図 2-3　DV に関する保護命令既済事件数の推移 13）

I．申立ての手続

　まず、『DV防止法』の第 10条によれば、被害者が、配偶者からの身体に対
する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴
力により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあって、
配偶者から受ける身体に対する暴力により、その生命又は身体に重大な危害を
受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又
は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、保護命令
を命ずるものとする。すなわち、心身に有害な影響を及ぼす言動すなわち精神
に対する暴力を受けた被害者は除外されており、保護命令の申立てが可能とな
る被害者は、身体に対する暴力又は条件つき脅迫を受けた者に限定されている。
また、『DV防止法』の第 12条によれば、保護命令の申立ては、次に掲げる事
項を記載した書面でしなければならない。具体的にいうと、①配偶者からの身
体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況である。及び②その暴力
により生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申

13）　最高裁判所「年報（民事・行政事件編）」により作成。平成 18（2006）年の値
は、同年 4月から 12月までの件数である。
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し立ての時における事情である。また、③同居している子又は親族に関する保
護命令を申請する場合には、配偶者と面会することを余儀なくされることを防
止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における
事情である。そして、④配偶者暴力支援センターの職員又は警察職員と前述の
①、②、③について相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無、及び
その事実があるときにはその相談、援助若しくは保護に関する内容等の事項で
ある。なお、④における配偶者暴力支援センター又は警察の介入事実がない場
合には、前述の①、②、③の事項についての申立人の供述を記載した書面で、
公証人の認証 14）を受けたものを添付しなければならないと規定されている。

II．保護命令の申立をめぐる検討

　男女間における DVの被害経験に関する調査によると、身体的暴行以外、心
理的攻撃、経済的圧迫さらに性的強要を受けた者も多数存在している 15）。以上
の申立手続に基づき、身体に対する暴力の被害者に限り保護命令の申立が可能
とする現在の制度においては、DV件数の一部しか対応できないと思われる。
保護命令制度については、DVの加害者が将来的に他の者を害するおそれを司
法機関が判断し、個人の自由を制限し、刑罰によって担保されている制度であ
る。このような考慮から、その対象となる行為を明確にすることが必要であ
る 16）。確かに、身体に対する暴力以外の DVは、外延が曖昧になりやすく、定
義を明確化することが困難であるといわざるをえない。しかし、非身体的暴力
は、被害者に与えるダメージはむしろ長時間にわたって持続し、回復をより困
難にさせるものであり、身体的な暴力と同様に扱うべきである。「身体に対す

14）　 ただし、『DV防止法』第 20条により、法務局若しくは地方法務局又はその支
局の管理区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うことができない
場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法
務事務官に認証を行わせることができる。

15）　 内閣府男女共同参画局「男女間における暴力に関する調査　報告書」（令和 3

年 3月）25-69頁。
16）　 南野知恵子＝千葉景子＝山本香苗 =吉川春子、福島みずほ監修『詳解 DV防止
法』（2008年版）130-131頁。
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る暴力」に限定していた最初の『DV防止法』と比べ、現行の『DV防止法』
は平成 19年の改正により、「生命等に対する脅迫」を受けた被害者が一定の要
件（身体的暴力を受けたこと）を満たす場合が保護命令の対象には追加され
た。しかしながら、これでも未だ足りないと考えられる。例えば、精神的な暴
力を受けた被害者を保護命令の申立てが可能となる被害者の範囲に含めて、更
に拡大する方向で法改正すべきであると指摘されるなどしていたのである 17）。
　他方、保護命令の申立書の内容については、まず、どのような事情が重大な
危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる事情にあたるかという判断が、
一般人である被害者にとって容易ではないものといえる。よって、配偶者暴力
支援センター又は警察の指導がほぼ必要であると考えられる。また、保護命令
について、確かに配偶者暴力支援センター又は警察の介入はなくても、申立て
が可能となる。しかし、その前置措置がなければ、公証人の認証が必要である
ため、逆に申立人の負担になっている。実は保護命令だけでなく、他の DVに
対する行政支援措置においても、配偶者暴力支援センター又は警察の介入は、
前提条件とされることが存在する。例えば住民票の写し等の交付等の制限 18）は、
被害者自身がDVに関連する相談機関への相談が必要であるとする 19）。したがっ
て、保護命令の申立てには、事前に公の介入を選ぶことは、ほぼ暗黙の前提条
件となる。これは被害者にとって、手続が複雑化し、保護命令を申立ての障害
になる可能性もある。もちろん、この前提条件があることで、DVの状況によ
り事前に対応を分け、公的資源の節約を実現し、被害対応の効率も向上する利
点があると考えられる。

17）　男女共同参画会議女性に対する暴力に関する専門調査会「DV対策の今後の在り
方」（令和 3年 3月）32―33頁。

18）　DVの加害者が判明している場合に、その被害者に係る住民基本台帳の一部の写
しの閲覧、住民票の写し等の交付、戸籍の附票の写しの公布の請求・申出が加害者
からあっても、不当な目的によるもの又は相当と認められないものとして、閲覧・
交付をさせないこととする。さらに、その他の第三者からの申出など、本人確認を
より厳格に行われる。

19）　総務省 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/dv_shien.html

（2022年 11月 18日閲覧）
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（4）小括

　日本では、DVを身体に対する暴力から心身に有害な言動まで、より広く定
義する。そして、DVの加害者は、婚姻又は事実婚姻関係の相手に限らず、生
活の本拠を共にする交際関係がある相手まで含まれている。なお、このような
関係が取り消されたとしても、DVが引き続ければ、同法の「配偶者」とされ
る。したがって、条文から見るだけでも、法律により規制する DVの範囲は、
狭すぎるわけではないと評価できる。
　他方、DVを受けている者を発見した者については、その旨を配偶者暴力相
談センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。なお、医療関係
者がその業務を行う際に発見した場合は、その旨を配偶者暴力相談センター又
は警察官に通報することができる 20）（『DV防止法』第 6条）。もっとも、いずれ
も努力義務にとどまり、DV被害者の身分を十分に考慮し、基本的にはその本
人の意思を尊重するという行政側の態度がみられる。そして、配偶者暴力相談
支援センターの数が増加していたため、対応能力がかなり向上したと考えられ
る。また、DV防止に関する理解を含めるため教育及び啓発が行われてきたこ
とで、国民の観念も以前より変化してきている。行政側は被害者が相談・通報
しやすい環境を積極的に作った結果、DVに関する相談件数が年々かなり増え
ているように思われる。
　これに対して、DVの被害者を保護する重要な制度として、法施行（平成 13

年）後から令和 2年までに終局した保護命令事件は、総計 4万 9,019件であ
り 21）、近年保護命令の申立ての数が減少傾向にある。その理由として考えられ
るのは、まず、前述のように近年 DVに関する相談体制が徐々に整備され、
DVの被害者が相談・通報をしやすい環境を作られてきた点が挙げられる。配
偶者暴力支援センター、警察の支援以外の多様化の行政福祉措置により、DV

20）　ただし、この場合において、その被害者の意思を尊重する努力義務がある。か
つ、その被害者に対し、配偶者暴力支援センター等の利用情報を提供するよう努め
なければならない。

21）　男女共同参画局『男女共同参画白書（令和 3年版）』第 7章第 1節「配偶者等か
らの暴力の実態」。
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事件が早い段階で容易に解決されることが可能となっている。そのため、複雑
な手続のある保護命令を選ぶ必要性が少なくなったことが考えられる。そし
て、法改正により DVの範囲は拡大されたため、身体的暴力以外に、その他の
暴力類型例えば精神的暴力に関する相談件数が近年大幅に増えている。しかし
ながら、保護命令の申立てとなる DV被害者については、精神的暴力の被害者
は、未だその中に含まれていない。それゆえ、精神的暴力に関する相談件数が
増加しているものの、この部分についての保護命令の申立者が増えていないと
考えられる。最後に、保護命令は最も厳しい DV防止措置として、被害者がこ
の措置を選択したら、加害者である配偶者と別れることを選んだと同じ効果が
あると考えられる。しかしながら、内閣府の DV現状に関する調査によると、
DVの被害者の中に、「子どものこと」、「経済的不安」等の理由で、配偶者と別
れた人は約 1割でしかない 22）。すなわち、行政側に相談する者の中にも加害者
との別れを決断している者ばかりではないといえる、保護命令を選ぶ者は相対
的に少ないと考えられる。

2．日本において児童虐待に対する規制

　戦後まもなくの昭和 22年、児童を心身ともに健やかに育成するため、『児童
福祉法』が制定される。その後、児童虐待事例の深刻化に伴い、児童虐待に対
する法対応として、平成 12年に『児童虐待の防止に関する法律』が制定され
る。以下では、この 2つの法律に基づき、児童虐待の防止を検討する。
　国及び地方公共団体には、児童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ適切な児
童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援等のために、必要な体制の整備に努
めなければならない（『児童虐待防止法』第 4条第 1項）。例えば、都道府県
は、児童の福祉に関する業務を行う児童相談所を設置しなければならない（『児
童福祉法』第 12条第 1項）。なお、都道府県は、その設置する児童相談所に、
児童福祉司を置かなければならない（『児童福祉法』第 13条第 1項）。図 2-4

のように、児童相談所での児童虐待相談対応件数は年々増えていて、令和 3年
22）　内閣府男女共同参画局「DVの現状等について」（令和 2年 11月 27日）9-10頁。
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度には 207,659件となり、過去最高であった。また、表 1-3において虐待別の
相談件数からみると、近年心理的虐待に係る相談件数は著しく増えていたこと
が、相談件数が増えている理由の 1つと考えられる。他には、家族親戚、近隣
知人、児童本人等からの通告の増加、及び虐待相談窓口の普及も指摘される。
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戦後まもなくの昭和 22 年、児童を心身ともに健やかに育成するため、『児童

福祉法』が制定される。その後、児童虐待事例の深刻化に伴い、児童虐待に対

する法対応として、平成 12 年に『児童虐待の防止に関する法律』が制定され

る。以下では、この２つの法律に基づき、児童虐待の防止を検討する。 

国及び地方公共団体には、児童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ適切な児

童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援等のために、必要な体制の整備に努

めなければならない（『児童虐待防止法』第 4 条第 1 項）。例えば、都道府県は、

児童の福祉に関する業務を行う児童相談所を設置しなければならない（『児童

福祉法』第 12 条第 1 項）。なお、都道府県は、その設置する児童相談所に、児

童福祉司を置かなければならない（『児童福祉法』第 13 条第 1 項）。図 2-4 のよ

うに、児童相談所での児童虐待相談対応件数は年々増えていて、令和 3 年度に

は 207,659 件となって、過去最高であった。また、表 1-3 において虐待別の相
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図図 22--44  児児童童虐虐待待相相談談対対応応件件数数のの推推移移2233  

 
23 厚生労働省『令和 3 年度 児童相談所での児童虐待相談対応件数（速報値）』。 

図 2-4　児童虐待相談対応件数の推移 23）

表 1-3　児童虐待相談対応件数の推移（虐待別）24）
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表表 11--33 児児童童虐虐待待相相談談対対応応件件数数のの推推移移（（虐虐待待別別））2244 

 

 

(1)児童虐待の早期発見・通告及びその対応 

『児童虐待防止法』の第 2 条によると、「児童虐待」とは、保護者がその監護

する児童（18 歳未満）について、①身体的虐待：児童の身体に外傷が生じ、又

は生じるおそれのある暴行を加えること。②性的虐待：児童にわいせつな行為

をすること、又は児童にわいせつな行為をさせること。③ネグレクト：児童の

心身の正常な発達を妨げるような著しい減食、又は長時間の放置などの保護者

としての監護を著しく怠ること。④心理的虐待：児童に対する著しい暴言又は

著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力などの

児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うことである。 

このような児童虐待に対し、児童の福祉に業務上又は職務上関係のある者す

なわち児童虐待を発見しやすい者には、その立場を自覚して児童虐待の早期発

見に努めなければならないとする義務が定められている（『児童虐待防止法』第

5 条）。そして、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、

これを福祉事務所25若しくは児童相談所に通告しなければならない（『児童虐待

防止法』第 6 条）。他方、『児童福祉法』の第 25 条にも、要保護児童26を発見し

 
24「厚生労働省 令和 3 年度の児童虐待相談対応件数を公表」

https://www.orangeribbon.jp/info/npo/2022/09/-3.php（2022 年 12 月 17 日閲覧） 
25 『児童福祉法』の第 12 条第 5 項によれば、「福祉事務所」とは、社会福祉法に規定す

る福祉に関する事務所である。 
26 『児童福祉法』の第 6 条の 3 の第 8 項によれば、「要保護児童」とは、保護者のない児

童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童である。 

23）　厚生労働省『令和 3年度　児童相談所での児童虐待相談対応件数（速報値）』。
24）「厚生労働省　令和 3年度の児童虐待相談対応件数を公表」
 https://www.orangeribbon.jp/info/npo/2022/09/-3.php（2022年 12月 17日閲覧）
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（1）児童虐待の早期発見・通告及びその対応

　『児童虐待防止法』の第 2条によれば、「児童虐待」とは、保護者がその監護
する児童（18歳未満）について、①身体的虐待：児童の身体に外傷が生じ、
又は生じるおそれのある暴行を加えること。②性的虐待：児童にわいせつな行
為をすること、又は児童にわいせつな行為をさせること。③ネグレクト：児童
の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食、又は長時間の放置などの保護
者としての監護を著しく怠ること。④心理的虐待：児童に対する著しい暴言又
は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力など
の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うことである。
　このような児童虐待に対し、児童の福祉に業務上又は職務上関係のある者す
なわち児童虐待を発見しやすい者には、その立場を自覚して児童虐待の早期発
見に努めなければならないとする義務が定められている（『児童虐待防止法』
第 5条）。そして、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やか
に、これを福祉事務所 25）若しくは児童相談所に通告しなければならない（『児
童虐待防止法』第 6条）。他方、『児童福祉法』の第 25条にも、要保護児童 26）

を発見した者は、これを福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければなら
ないという規定がある。警察庁の犯罪被害の状況 27）によれば、児童虐待の現状
は未だ厳しいと言わざるを得ない。表 1-4のように、児童虐待に関する通告人
員数は、年々増加する傾向があり、令和 3年の総通告数（108,059人）は、平
成 18年（1,703人）の約 63倍であった。その中に、児童相談所での心理的虐
待に関する相談対応件数の増加に伴い、心理的虐待に対する通告は令和 3年の
総数の 74.3％を占めており、増加率の高さも最大であるとみられる。

25）　『児童福祉法』の第 12条第 5項によれば、「福祉事務所」とは、社会福祉法に規
定する福祉に関する事務所である。

26）　『児童福祉法』の第 6条の 3の第 8項によれば、「要保護児童」とは、保護者の
ない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童である。

27）　警察庁生活安全局少年課『令和 3年における少年非行、児童虐待及び子供の性
被害の状況』15頁。
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表 1-4　児童虐待に関する通告児童数
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た者は、これを福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければならないとい

う規定がある。警察庁の犯罪被害の状況27によれば、児童虐待の現状は未だ厳

しいと言わざるを得ない。表 1-4 のように、児童虐待に関する通告人員数は、

年々増加する傾向があり、令和 3 年の総通告数（108,059 人）は、平成 18 年

(1,703 人)の約 63 倍であった。その中に、児童相談所での心理的虐待に関する

相談対応件数の増加に伴い、心理的虐待に対する通告は令和 3 年の総数の

74.3％を占めており、増加の速さも最速であるとみられる。 

表表 11--44  児児童童虐虐待待にに関関すするる通通告告児児童童数数  

 

福祉事務所は児童虐待に係る通告を受けた後、又は児童相談所は児童虐待に

係る通告若しくは送致を受けたときは、被虐待児童の安全の確認を行うものと

する（『児童虐待防止法』第 8 条）。都道府県知事は、児童虐待が行われている

おそれがあると認めるときは、①当該児童の保護者に対し、当該児童を同伴し

て出頭することを求め、必要な調査又は質問をさせることができる（（『児童虐

待防止法』第 8 条の 2 第 1 項）。或いは②児童の住所又は居所に立ち入り、必要

な調査又は質問をさせることもできる（『児童虐待防止法』第 9 条第 1 項）。ま

た、児童の保護者が正当な理由なく、立ち入り又は調査を拒み、妨げ又は忌避

した場合において、児童虐待が行われているおそれがあると認めるときは、当

該保護者に対し、当該児童を同伴して再出頭することを求め、必要な調査又は

質問をさせることができる。（『児童虐待防止法』第 9 条の 2 第 1 項）。これに対

し、児童の保護者が、立ち入り又は調査を拒み、妨げ又は忌避した場合におい

 
27 警察庁生活安全局少年課『令和 3 年における少年非行、児童虐待及び子供の性被害の

状況』15 頁。 

　福祉事務所は児童虐待に係る通告を受けた後、又は児童相談所は児童虐待に
係る通告若しくは送致を受けたときは、被虐待児童の安全の確認を行うものと
する（『児童虐待防止法』第 8条）。都道府県知事は、児童虐待が行われている
おそれがあると認めるときは、①当該児童の保護者に対し、当該児童を同伴し
て出頭することを求め、必要な調査又は質問をさせることができる（（『児童虐
待防止法』第 8条の 2第 1項）。あるいは②児童の住所又は居所に立ち入り、
必要な調査又は質問をさせることもできる（『児童虐待防止法』第 9条第 1項）。
また、児童の保護者が正当な理由なく、立ち入り又は調査を拒み、妨げ又は忌
避した場合において、児童虐待が行われているおそれがあると認めるときは、
当該保護者に対し、当該児童を同伴して再出頭することを求め、必要な調査又
は質問をさせることができる（『児童虐待防止法』第 9条の 2第 1項）。これに
対し、児童の保護者が、立ち入り又は調査を拒み、妨げ又は忌避した場合にお
いて、児童虐待が行われている疑いがあるときは、当該児童の安全の確認を行
い、又はその安全を確保するため、裁判官があらかじめ発する許可状により、
当該児童の住所若くは居所に臨検させ、又は当該児童を捜索させることができ
る。なお、臨検又は捜索をさせるときは、児童福祉に関する職員は必要な調査
又は質問をさせることができる（『児童虐待防止法』第 9条の 3第 1項、第 2

項）。ただし、この臨検又は捜索に係る制度は、保護者がその監護する児童に
対して行うものであるために他人から認知されること及び児童がその被害から
自ら逃れることが困難である等の特別の事情から児童の生命又は身体に重大な
危険を生じさせるおそれがあることにかんがみ特に設けられたものであること
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を十分に踏まえた上で、適切に運用されなければならない（『児童虐待防止法』
第 9条の 3第 6項）。
　児童相談所長は、児童の安全確認又は一時保護を行う場合において、これら
の職務の執行に際し必要があると認めるときは、警察署長の援助を求めること
ができる。また、都道府県知事が、立ち入り及び調査若しくは質問をさせ、又
は臨検等をさせようとする場合についても、警察署長の援助を求めることがで
きる。なお、児童相談所長又は都道府県知事は、児童の安全の確認及び安全の
確保に万全を期する観点から、必要に応じ迅速かつ適切に、警察署長に対し援
助を求めなければならない（『児童虐待防止法』第 10条第 1項、第 2項）。

（2）被虐待児童に対する保護及び自立支援

　また、行政機関が行うべき、被虐待児童への保護及び支援に関しては、以下
の措置が規定されている。
①一時保護
　児童相談所長又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、児童の安全
を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれて
いる環境その他の状況を把握するため、児童の一時保護を行い、又は適当な者
に委託して、一時保護を行わせることができる（『児童福祉法』第 33条の第 1

項、第 2項）。一時保護の期間に関しては、開始した日から 2か月を超えては
ならないことが原則とされている。児童相談所所長又は都道府県知事は、必要
があると認めるときは、引き続き一時保護を行うことができる（『児童福祉法』
第 33条の第 3、4項）。ただし、その引き続き一時保護が当該児童の親権者又
は未成年後見人の意に反する場合においては、児童相談所長又は都道府県知事
は、家庭裁判所の承認を得なければならないとされている（『児童福祉法』第
33条第 5項）。
　総務省の要保護児童の社会的養護に関する実態調査 28）によれば、図 2-5及び

28）　総務省行政評価局「要保護児童の社会的養護に関する実態調査　結果報告書
（令和 2年 12月）」5頁。
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図 2-6のとおり、一時保護した要保護児童数は年々増加している傾向にある。
その最も多い要因は、虐待であり、平成 30年は総数の 54.2％を占めた。

図 2-5　児童相談所が一時保護した児童数の推移

図 2-6　一時保護の要因別人数（平成 30 年度）

②施設入所等の措置
　要保護児童に対し、小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託
し、又は乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設若しくは
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児童自立支援施設に入所させる措置（以下「施設入所等の措置」という）があ
る（『児童福祉法』第 27条第 1項第 3号）。この措置は、児童の親権を行う者
又は未成年後見人の意に反したときは、この措置を採ることができない（『児
童福祉法』第 27条第 4項）。ただし、保護者が要保護児童を虐待し、その他保
護者に監護させることが著しく当該児童の福祉を害する場合において、児童の
親権を行う者又は未成年後見人の意に反しても、都道府県は家庭裁判所の承認
を得て、施設入所等の措置を採ることができる（『児童福祉法』第 28条第 1

項））。なお、この状況では、当該児童への一時保護を行うこともできる（『児
童虐待防止法』第 12条の 2）。図 2-7からみれば、平成 30年に一時保護を受
けた児童の半数が家庭に戻ったが、その残ったおよそ半数は施設入所等の措置
をされた。また、表 1-5のとおり、平成 30年度に施設入所等の措置をされた
児童数は約 4万 4,000人であった。

図 2-7　一時保護後の対応別人数（平成 30 年度）29）

29）　総務省行政評価局「要保護児童の社会的養護に関する実態調査　結果報告書
（令和 2年 12月）」6頁。
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表 1-5 　入所施設等別要保護児童数（平成 30 年度）30）

 20

  

図図 22--77  一一時時保保護護後後のの対対応応別別人人数数（（平平成成 3300 年年度度））2299  

表表 11--55  入入所所施施設設等等別別要要保保護護児児童童数数（（平平成成 3300 年年度度））3300  

  

そして、このような「施設入所等の措置」の期間はさらに長く、原則は 2 年

以内とされるが、当該措置を継続しなければその児童の福祉を害するおそれが

あると認めるときは、都道府県は家庭裁判所の承認を得て、当該期間を更新す

ることができる（『児童福祉法』第 28 条第 2 項））。さらに、施設入所等の措置

を解除しようとするときは、当該児童の保護者に対する指導の効果、及び再び

虐待の予防するための措置について見込まれる効果、当該児童の家庭環境等事

項を勘案しなければならない（『児童虐待防止法』第 13 条第 1 項）。 

 

 
29 総務省行政評価局「要保護児童の社会的養護に関する実態調査 結果報告書（令和 2

年 12 月）」6 頁。 
30 総務省行政評価局「要保護児童の社会的養護に関する実態調査 結果報告書（令和 2

年 12 月）」7 頁。 

　そして、このような「施設入所等の措置」の期間はさらに長く、原則は 2年
以内とされるが、当該措置を継続しなければその児童の福祉を害するおそれが
あると認めるときは、都道府県は家庭裁判所の承認を得て、当該期間を更新す
ることができる（『児童福祉法』第 28条第 2項））。さらに、施設入所等の措置
を解除しようとするときは、当該児童の保護者に対する指導の効果、及び再び
虐待の予防するための措置について見込まれる効果、当該児童の家庭環境等事
項を勘案しなければならない（『児童虐待防止法』第 13条第 1項）。

③措置後の安全確認
　都道府県は、一時保護又は措置入所等の措置を解除するとき又は当該児童が
一時的に帰宅するときは、必要と認める期間、当該児童の家庭を継続的に訪問
することにより、当該児童の安全の確認を行うとともに、当該児童の保護者か
らの相談に応じ、当該児童の養育に関する指導、助言等の必要な支援を行うも
のとする（『児童虐待防止法』第 13条の 2）。

④被虐待児童への支援
　国及び地方公共団体は、被虐待児童がその年齢及び能力に応じ充分な教育が
受けられるようにするため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要

30）　総務省行政評価局「要保護児童の社会的養護に関する実態調査　結果報告書
（令和 2年 12月）」7頁。
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な政策、並びに居住の場所の確保、進学又は就業の支援その他の被児童虐待の
自立の支援のための政策を講じなければならない（『児童虐待防止法』第 13条
の 3の第 3項、第 4項）。

（3）虐待を行なった保護者に対する制限と指導

　他方で、児童虐待を行った保護者に対する制限と指導も、児童虐待の更なる
被害拡大を防止するための措置として規定されている。

①面会・通信の制限
　まず、一時保護又は施設入所等の措置を採られた場合において、虐待の防止
及び被虐待児童の保護のため必要があると認めるときは、当該児童虐待を行っ
た保護者に対し、当該児童との面会・通信の一部又は全部を制限することがで
きる（『児童虐待防止法』第 12条第 1項）。なお、その保護者に対し当該児童の
住所又は居所を明らかにすれば、再び児童虐待を行なわれるおそれがあり、又は
当該児童の保護に支障をきたすと認めるときは、その保護者に対し、当該児童の
住所又は居所を明らかにしないものとする（『児童虐待防止法』第 12条第 3項）。

②接近禁止命令
　さらに、都道府県知事又は児童相談所長は、①被虐待児童について一時保護
又は施設入所等の措置が採られ、かつ②その保護者が当該児童との面会及び通
信の全てが制限された場合において、③児童虐待の防止及び児童虐待を受けた
児童の保護のため、特に必要があると認めるときは、その保護者に対し、6か
月以内の当該児童の住所若しくは居所、就学する学校等の場所において当該児
童の身辺につきまとい、又は当該児童の通常所在する場所 31）の付近を徘徊して
はならないことを命ずることができる。なお、特に必要があると認めるとき
は、その期間を更新することができる（『児童虐待防止法』第 12条の 4第 1

31）　 通学路その他の当該児童が日常生活又は社会生活を営むために通常移動する経
路を含む。
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項、第 2項）。また、この接近禁止命令に違反した者は、1年以下の懲役又は
百万以下の罰金に処する（『児童虐待防止法』第 17条）。

③保護者への指導
　一方、都道府県知事又は児童相談所長は、児童虐待を行った保護者につい
て、児童虐待の再発を防止するため、医学的又は心理学的知見に基づく指導を
行う努力義務がある。なお、親子の再統合への配慮及び被虐待児童が良好な家
庭環境で生活するために、その指導は必要な配慮の下に適切に行われなければ
ならない。また、指導を受けることが義務であるため、当該保護者が受けない
場合は、都道府県知事は勧告することができる。勧告を受けたにもかかわら
ず、その勧告に従わない。かつその監護する児童に対し親権を行わせることが
著しく当該児童の福祉を害する場合には、必要に応じて、児童相談所長は親権
喪失、親権停止若しくは管理権喪失の審判の請求をすることができる（『児童
虐待防止法』第 11条）。

（4）小括

　まず、児童虐待について、身体的虐待、性的虐待以外に、児童が保護者に依
存している特徴に応じて、保護者としての監護を著しく怠るネグレクトも虐待
に該当することが認められている。さらに、児童の心身の未発達を考慮し、同
じ家庭内の DV発生などの児童に著しい心理的外傷を与えることまでもが、心
理的虐待に含まれるようになった。要するに、日本において児童虐待の定義
は、児童なりの特徴を十分に把握して制定されたものといえる。
　他方、日本で児童虐待に対する公的介入は、DV防止の公的介入と比較し、
強力で幅広いと評価できる。DVを発見した者には通報の努力義務が要求され、
被虐待児童を発見した者には通告しなければならないとする強制的義務が規定
されている。また、児童相談所も、配偶者暴力相談センターより、対応できる
業務もより実効的であると考えられる。例えば、被虐待児童には一時保護、措
置入所等の措置があり、さらに虐待者に対する接近禁止命令は、直接行政（児
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童相談所）による判断することができる。DV防止における行政側の積極性は、
最大限に被害者の意思を尊重し、その被害者が自発的に「外」に救済を求める
ことができるよう、相談・通報の環境を整備することである。これに対して、
児童虐待防止における行政側の積極は、直接の介入による、被害児童の救済・
保護、加害者への制限、命令、指導を一括的に行うことである。児童は心身と
も未発達であり、経済的にも保護者に依存せざるを得ない存在であるため、社
会において特に弱い存在であるだけでなく、虐待被害について申告し、保護を
求める能力に乏しい場合が多く想定される。そのため、ファミリー・バイオレ
ンスに関して、行政側からの注目・働きかけが必要となる。成年者である DV

の被害者と比べ、児童に与える公的支援・対応も当然に幅広い形となっている
と考えられる。

3．日本における高齢者虐待に対する規制

　高齢社会の進展と共に、高齢者虐待の問題が深刻化している状況に応じ、高
齢者虐待の防止、養護者に対する支援、高齢者の権利利益を擁護する等のこと
を目的として、平成 17年に『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支
援等に関する法律』が制定された（『高齢者虐待防止法』第 1条）。そして、こ
の法律の第 2条 4項により、「養護者による高齢者虐待」とは、養護者が①そ
の養護する高齢者に身体に外傷が生じ、又は生じる恐れのある暴行を加えるこ
と（身体的虐待）、②高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、
養護者以外の同居人による虐待行為の放置等養護を著しく怠ること（介護・世
話の放置・放任）、③高齢者に著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高
齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと（心理的虐待）、④高齢者に
わいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること（性
的虐待）、及び、養護者又は高齢者の親族が⑤当該高齢者の財産を不当に処分
することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること（経済的虐待）
であるとされた。以下、『高齢者虐待防止法』に基づき、日本の高齢者虐待に
関する予防及び支援に関する制度を、検討する。
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（1）高齢者虐待防止における責務

　高齢者虐待の防止及びその被害者の保護のために、まず、国及び地方公共団
体は、各関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援等体制の整
備、及び関係機関の職員の研修等措置を講ずるよう努めなければならない。そ
して、高齢者虐待に係る通報義務、人権侵害事件に係る救済制度等について必
要な広報等の啓発活動も行うものとする（『高齢者虐待防止法』第 3条）。次
に、虐待の防止、被虐待高齢者の保護、及び養護者に対する支援を適切に実施
するために、これらの事務に専門的に従事する職員を確保する職員を確保する
ことにも努力しなければならない（『高齢者虐待防止法』第 15条）。さらに、
都道府県知事には、高齢者虐待に関する事項を毎年度に公表するよう要求され
ている（『高齢者虐待防止法』第 25条）。他には、国も、高齢者虐待の事例の
分析を行うとともに、高齢者虐待があった場合の適切な対応方法、高齢者に対
する養護の方法、養護者に対する支援等に資する調査及び研究を行うこととさ
れている（『高齢者虐待防止法』第 26条）。

（2）高齢者虐待の早期発見・通報及びその対応

　養介護施設、病院、保健所等の高齢者の福祉に業務上関係のある団体、及び
医師、保健師等の職務上関係のある者には、高齢者虐待を発見しやすい立場に
あることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に関わる努力義務が付加される（『高
齢者虐待防止法』第 5条）。そして、養護者による高齢者虐待を受けたと思わ
れる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命または身体に重大な危険が生じ
ている場合は、速やかに市町村に通報しなければならない。重大な危険性がな
い場合においても、速やかに通報する努力義務が課せられる（『高齢者虐待防
止法』第 7条）。市町村は、通報を受けたときは、速やかに当該高齢者の安全
の確認及び事実の確認のための措置を講ずると共に、老人介護支援センター等
の高齢者虐待対応協力者とその対応について協議も行う必要がある（『高齢者
虐待防止法』第 9条第 1項）。そして、市町村長は被虐待高齢者の生命又は身
体に重大な危険が生じている恐れがあると認めるときは、高齢者の福祉に関す
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る事務の職員は、当該高齢者の住所又は居所に立ち入り、必要な調査または質
問をさせることができる（『高齢者虐待防止法』第 11条）。とりわけ、正当な
理由がなく、その立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又はその質問に対
して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは高齢者に答弁をさせず、
若しくは虚偽の答弁をさせた者は、30万円以下の罰金に処するという刑事処
罰規定も設けられている（『高齢者虐待防止法』第 30条）。
　『高齢者虐待防止法』が施行された平成 18年以来、養護者による高齢者虐待
の相談・通報件数、及び虐待判明件数については、日本は全国的に増加の傾向
にあり 32）、令和 3年度に養護者による高齢者虐待相談・通報件数は 36,378件に
なって、その中に虐待判明の件数も16,424件になった 33）。全国的な傾向と同じく、
図 2-8のように、東京都の件数も増えて、令和 3年度は 4,159件になった。そ
のうち虐待判明の件数も 2606件であり、当年度相談・通報件数の 62.7％に占
めた。したがって、高齢者虐待の現状は、未だ深刻であると言わざるを得ない。

 26

 

図図 22--88  東東京京都都高高齢齢者者虐虐待待にに関関すするる相相談談・・通通報報件件数数及及びび虐虐待待判判明明件件数数のの推推移移3344  

 

(3）行政福祉からの保護と支援 

市町村又は市町村長は、前述の通報・届出があった場合には、その生命また

は身体に重大な危険が生じている恐れがあると認められる高齢者を一時的に保

護するため、迅速に老人短期入所施設等に入所させる等措置を講じ、又は審判

の請求をすることができる（『高齢者虐待防止法』第 9 条 2 項）。被虐待の高齢

者が老人福祉施設に入所した場合には、当該高齢者を保護するため、虐待を行

った養護者について当該高齢者との面会を制限することができる（『高齢者虐

待防止法』第 13 条）。また、高齢者に対する経済的虐待の現実を鑑み、国及び

地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者の保護を図るため、成年後見制

度が広く利用させるようにしなければならない（『高齢者虐待防止法』第 28 条）。 

他方、市町村は、高齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うも

のとする（『高齢者虐待防止法』第 6 条）。さらに、虐待者の介護疲れ又は経済

的負担等虐待の要因を減少するため、養護者の心身の状態に照らし、緊急の必

要があると認める場合に、高齢者に短期間養護を受けさせるために必要となる

居室を、確保するための措置を講ずることが求められている（『高齢者虐待防止

 
34 東京都福祉保健局「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

に基づく対応状況等に関する調査結果」（平成 27 年度〜令和 3 年度）参考。 

図 2-8　東京都高齢者虐待に関する相談・通報件数及び虐待判明件数の推移 34）

32）　法務省『犯罪白書（平成 30年）』第 7編第 3章第 7節 3高齢者虐待。
33）　厚生労働省　令和 3年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等
に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査結果。

34）　東京都福祉保健局「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す
る法律に基づく対応状況等に関する調査結果」（平成 27年度～令和 3年度）参考。
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（3）行政福祉からの保護と支援

　市町村又は市町村長は、前述の通報・届出があった場合には、その生命また
は身体に重大な危険が生じている恐れがあると認められる高齢者を一時的に保
護するため、迅速に老人短期入所施設等に入所させる等措置を講じ、又は審判
の請求をすることができる（『高齢者虐待防止法』第 9条第 2項）。被虐待の高
齢者が老人福祉施設に入所した場合には、当該高齢者を保護するため、虐待を
行った養護者について当該高齢者との面会を制限することができる（『高齢者虐
待防止法』第 13条）。また、高齢者に対する経済的虐待の現実を鑑み、国及び
地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者の保護を図るため、成年後見制
度を広く利用させるようにしなければならない（『高齢者虐待防止法』第 28条）。
　他方、市町村は、高齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うも
のとする（『高齢者虐待防止法』第 6条）。さらに、虐待者の介護疲れ又は経済
的負担等虐待の要因を減少させるため、養護者の心身の状態に照らし、緊急の
必要があると認める場合に、高齢者に短期間養護を受けさせるために必要とな
る居室を、確保するための措置を講ずることが求められている（『高齢者虐待
防止法』第 14条）。

（4）小括

　前述の児童虐待のように、身体的虐待、心理的虐待、性的虐待の以外に、日
本では高齢者の介護・世話に対する要請を考慮して、高齢者を衰弱させるよう
な著しい減食又は長時間の放置、さらに養護者以外の同居人による虐待行為に
対する放置等の、養護者の放任行為を高齢者虐待の範囲に含ませた。そして、
高齢者の財産を保護するために、養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産
を不当に処分するような当該高齢者から不当に財産上の利益を得ることが、高
齢者に対する経済的虐待とされる。養護者による高齢者虐待の範囲について、
その高齢者の特徴を十分に把握して導かれた結果であると思われる。
　他方、養護者による高齢者虐待を発見した者の通報義務については、2段階
に分けられた。まずは、当該高齢者の生命または身体に重大な危険が生じてい
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る場合は、速やかに市町村に通報しなければならない強制的義務である。次段
階としては、重大な危険性が生じていない場合において、速やかに通報する努
力義務である。前述の DV通報の努力義務、児童虐待通報の強制的義務を参考
にすれば、高齢者には、DV被害者のような個人意思を尊重すべき成年者の特
徴があり、一方児童のような養護者に依存し、社会の弱い存在であるという特
徴もある。そのため、養護者による高齢者虐待に対する通報義務は、事態の緊
迫性によって 2段階に分けられた。なお、このような特徴に基づき、被虐待高
齢者には、命令の代わりに福祉施設、成年後見制度等の支援を強化した。さら
に、養護者による高齢者虐待の原因を考慮し、その養護者への支援も整備され
ている。また、高齢者虐待の安全確認を妨害する者には、罰金の刑罰が設けら
れていることにより、高齢者の弱みに対する対応を重視する態度があることも
否定できない。

4．小括―日本の分散式のファミリー・バイオレンス対処

　日本における行政福祉による予防措置は、被害者ごとに、それぞれの特徴が
十分に把握されている。すなわち、そのファミリー・バイオレンスへの対処は
分散式である。そのメリットについて、例えば、DVにおける配偶者の範囲の
拡大、児童虐待におけるネグレクト及び同家庭内の DVによる心理的虐待、養
護者による虐待における世話・介護の放置・放任、経済的暴力等の、各被害者
又は各暴力の特徴と相応しい暴力・虐待の範囲が規定されている。また、各自
の対象の要保護性によって、暴力・虐待を発見した者に対する通報義務につい
て、要求の程度も異なっている。まず児童については、虐待が存在すると思わ
れる段階において通報しなければならない強制的義務である。次に高齢者の場
合には、虐待が存在すると思われ、かつ当該高齢者の生命又は身体に重大な危
険が生じている段階において、通報しなければならないとされている強制的義
務、並びに、生命又は身体に重大な危険が生じていない段階の、通報するよう
努力義務の 2種類がある。最後に DVの被害者に対しては、程度を問わず、単
に通報するよう努めなければならないと要求されているにすぎない。さらに医
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療関係者は DVを発見した場合、被害者に尊重するよう努めるべきとする要求
もある。他には、児童と高齢者と比べて、DVの被害者に対する安全確認のた
めに要求される程度は強くないと解することができる。
　このような構造は、要保護性によって分散的に対応することにより、被害者
の意思と家庭のプライバシーを保護した上で、行政の資源をより合理的に配分
するためであると考えられる。しかしながら、分散的に対応するため、もしあ
る暴力が現行の特別法の範囲に含まれなければ、その対応が難しくなる。例え
ば、近年増えている少年による家庭内暴力事件 35）のように、他の法律で対応で
きるものの、当該暴力に対する特別法さえなければ、前述の各虐待防止法のよ
うな実効的対応ができない。つまり、日本の分散式法対応は、法改正に伴い各
暴力に十分な実効性があるが、上位概念の特別法（例えば、ファミリー・バイ
オレンス防止法）の特別法はないため、新たな暴力形式が出現したら、速やか
に対応することできず、一定のタイムラグが生じざるを得ないのである。

三、中国における『反家庭暴力法』

1．概説

　以上において、日本法の特徴を検討してきたが、ここで、中国法に観点を転
ずることにしたい。
　配偶者間の暴力、親子に対する暴力、高齢者に対する暴力等、家庭の構成員
の間での暴力は、中国社会においても日常的に発生し、既に大きな社会問題に
なっている。しかし、ファミリー・バイオレンスに関しては、中国の伝統的な
観念の影響で、家庭内の問題は公にせずに、家庭内で処理すべきだとする考え
方が未だ根強く残っている。法制度や、行政等の対応が十分になされていない
ため、実務上、ファミリー・バイオレンスの防止が困難な状況になってい
る 36）。ファミリー・バイオレンス問題の深刻さと法的対応の必要性に基づいて、

35）　法務省『犯罪白書（令和 4年）』第 3編第 1章第 5節 1 家庭内暴力。
36）　白瑞「中国反家庭暴力法の立法経緯と特色」大学院研究年報（中央大学）第 46
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『中華人民共和国反家庭暴力法』（以下では『反家庭暴力法』という）が 2016

年 3月 1日から施行された。その主たる目的は、ファミリー・バイオレンスを
予防、制止し、家庭の調和と社会の安定を促進することである（『反家庭暴力
法』第 1条）。
　『反家庭暴力法』第 2条によれば、ファミリー・バイオレンス（中国では、
「家庭暴力」と呼ぶ）とは、家庭構成員の間に生じた殴打、緊縛、傷害、自由
の制限等の身体的な暴力、及び日常的な罵倒、恐喝等の精神的な暴力等の侵害
行為である。なお、この法律の適用対象は、家庭の構成員以外の共同生活者 37）

による暴力行為も含まれるものとする（『反家庭暴力法』第 37条）。すなわち、
中国の『反家庭暴力法』において、児童虐待や高齢者虐待等のような家庭内で
発生する全てのファミリー・バイオレンス行為が適用対象であることが特徴で
ある。
　他方、ファミリー・バイオレンスを防止するために、公的機関に限らず、学
校、人民団体、民間組織、社会福祉組織と企業等も、反家庭暴力の業務を推進
しなければならない。例えば、人民調停組織 38）はファミリー・バイオレンスの
発生を予防するために、法律により家庭内の紛争を調停しなければならない
（『反家庭暴力法』第 10条）。他には、単位 39）は本単位の人員がファミリー・バ
イオレンス行為を行ったことを知っていた際には、この人員に批評・教育を加
え、なお家庭内のトラブルを調停し、解決しなければならない（『反家庭暴力
法』第 11条）。また、未成年の養育に対し、監護者 40）は、適切な方法で子供を

号（2017年）215頁。
37）　中国『最高人民法院关于办理人身安全保护令案件适用法律若干问题的规定』の
第 4条によると、ここの家庭構成員以外の共同生活者は、主には共同生活している
嫁、婿、義父母、又はその他の監護、扶養、里子などの関係がある者である。

38）　「人民調停組織」とは、中国における民間の紛争を調停する組織。住民委員会と
村民委員会に、人民調停委員会が設置されている。

39）　中国の単位とは、機関、団体、法人、企業のような非自然人のことをいう。
40）　「監護者」とは、中国における行為無能力者、制限行為能力者に対し、人身、財
産または他の合法的な権益を監護の責任を負う者である。なお、中国においては、
「親権」、「後見」という法的概念は存しない。



都法 64巻 1号（2023年 7月） 479

育てるべきであり、一切の暴力はしてはならないも規定されている（『反家庭
暴力法』第 12条）。要するに、中国では、ファミリー・バイオレンスに対する
予防は、公的機関の対処に限らず、民間、私的組織の協力も重視されている。
さらにこのような組織に対し、一定の強制力が存在している。

2．ファミリー・バイオレンスの対処

（1）通報・発見

　ファミリー・バイオレンスの被害者、及びその法定代理人又は近親者は、
ファミリー・バイオレンス行為を加害者の単位、住民委員会・村民委員会 41）、
婦女連合会等の関係組織に通報、相談又は救助を求めることができる。当然、
公安機関に通報し、又は人民法院（裁判所）に訴訟を提起することもできる
（『反家庭暴力法』第 13条第 1項、第 2項）。
　学校、幼稚園、医療機関、住民委員会・村民委員会、福祉機関等関係単位又
はその職員は、制限行為能力者がファミリー・バイオレンスを受けているこ
と、若しくはその疑いに気付いた際には、速やかに公安機関に通報しなければ
ならない（『反家庭暴力法』第 14条）。さらに、この関係組織又はその職員は
通報せず、それが原因で深刻な結果を生じさせたときには、直接責任を負う者
の上級者によりこの責任者に処分を行うものとする（『反家庭暴力法』第 35

条）。また、単位又は個人は、進行中のファミリー・バイオレンス行為を直ち
に制止する権利を有する（『反家庭暴力法』第 13条第 3項）。

（2）加害者に対する対処と被害者への援助

　ファミリー・バイオレンスに関する通報を受けた際には、公安機関が直ちに
現場に向かい、ファミリー・バイオレンスを処理しなければならない（『反家
庭暴力法』第 15条 1項）。そのファミリー・バイオレンスの情状が比較的軽

41）　「住民委員会」とは、中国における都市の住民自治組織である。これに対して、
「村民委員会」とは、中国における農村の住民自治組織である。
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く、かつ法律により治安管理処罰 42）を行わないときは、公安機関が加害者に批
評・教育を行い、又は戒告書 43）を発行するものとする（『反家庭暴力法』第 16

条 1項）。そして、そのファミリー・バイオレンスの情状が治安管理に違反す
る行為に達する場合には、『治安管理処罰法』により治安管理処罰で処し、若
しくは犯罪に該当する場合には『刑法』により刑事責任を追及する（『反家庭
暴力法』第 33条）。また、監護者が加害者の場合、裁判所はその監護者の資格
を取り消し、他の監護者を指定することもできる。（『反家庭暴力法』第 21条
第 1項）
　他方、ファミリー・バイオレンスの被害者への援助について、まず『反家庭
暴力法』第 18条によると、県級又は区の設置する市級の人民政府は、単独で
又は救助管理機構により一時保護施設を設立し、ファミリー・バイオレンスの
被害者に臨時の生活援助を提供する。そして、制限行為能力者の被害者がファ
ミリー・バイオレンスにより人身安全の脅威を受け、又は世話をする者がいな
い等の危険状態に陥ったときには、公安機関は民政部門に連絡し、かつ民政部
門に協力して、被害者を一時保護施設、救助管理機構又は福祉機構に収容しな
ければならない（『反家庭暴力法』第 15条第 2項）。さらに、法律支援機構は、
ファミリー・バイオレンスの被害者に法的支援を提供しなければならないもの
とする裁判所も、ファミリー・バイオレンスの被害者の訴訟費用には、延期又
は減免を行わなければならない（『反家庭暴力法』第 19条）。

42）　「治安管理処罰」とは、公共秩序の擾乱、公共の安全の妨害等の社会的危害性を
有している行為に対し、公安機関が『治安管理処罰法』により行う行政処罰である。

43）　この「戒告書」は、加害者の身分情報、ファミリー・バイオレンスの事実説明、
ファミリー・バイオレンスの禁止等の内容を記入しなければならない（『反家庭暴
力法』第 16条 2項）。そして、戒告書を発行する場合には、その戒告書を加害者及
び被害者に送付して、かつ当地の住民委員会又は村民委員会に通知しなければなら
ない。その住民委員会、村民委員会及び当地の公安の派出所は、戒告書を受領した
加害者、被害者に訪問し、加害者が再びファミリー・バイオレンスを行わないよう
監督しなければならない（『反家庭暴力法』第 17条）。
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3．人身安全保護令

（1）概説

　中国の人身安全保護令は、ファミリー・バイオレンスを受けて、又は現実な
ファミリー・バイオレンスの危険に直面している被害者を保護する裁定であ
る。『反家庭暴力法』が施行されて以来、全国の裁判所により発出した人身安
全保護令の数は、増加していく傾向が見られ、2021年 12月 31日までは
10,917件であった 44）。
　人身安全保護令については、①被申請者（加害者）のファミリー・バイオレ
ンス行為を禁止すること、②被申請者が申請者（被害者）及び申請者の関係
者・近親者に対する嫌がらせ、ストーカー、接触行為を禁止すること、③被申
請者を申請者の住所から転出させる命令、④その他の申請者を保護できる措
置 45）という 4つの内容を含むことができる（『反家庭暴力法』第 29条）。そし
て、人身安全保護令の有効期限は発出の日からの 6月である。ただし、裁判所
は申請者の申請により、保護令を撤回、変更又は延長することができる（『反
家庭暴力法』第 30条）。
　そして、人身安全保護令の申請について、ファミリー・バイオレンスの当事
者から、書面 46）で裁判所に申請しなければならない（『反家庭暴力法』第 24

条）。当事者が制限行為能力者であり、又は強制、脅迫を受けて申請すること
ができない場合には、当事者の近親者、若しくは公安機関、婦女連合会、住民
委員会・村民委員会等の関係組織でも代理申請を行うこともできる（『反家庭

44）　最高人民法院新闻局『最高法发布《最高人民法院关于办理人身安全保护令案件
适用法律若干问题的规定》（附全文）』

 https://baijiahao.baidu.com/s?id=1738438924259555383&wfr=spider&for=pc（2023

年 7月 16日閲覧）。
45）　ここにいう他の措置を具体的にいうと、被申請者に対し、電話、電子メール等
方式で申請者及びその関係者・親族に対する侮辱し、誹謗又は威迫すること、申請
者及びその関係者・親族の付近に日常生活を影響しうる活動を行うことを、禁止す
ることができる。中国『最高人民法院关于办理人身安全保护令案件适用法律若干问

题的规定』（2022年）第 10条。
46）　ただし、書面申請が困難の場合には、口頭も申請できる。



ファミリー・バイオレンスの法対応に関する日中比較法的研究482

暴力法』第 23条第 2項）。裁判所は、その申請を受理しなければならない。な
お、申請を受理してから 72時間以内に、人身安全保護令を発出し、又は申請
を却下するという結果を出なければならない。さらに、緊急の場合には、24

時間以内にそれを発出し（『反家庭暴力法』第 28条）、かつ裁判所は人身安全
保護令を発出してから、申請者、被申請者、及び当地の公安機関、住民委員
会・村民委員会等の関係組織に送付しなければならない。そして、この保護令
は裁判所により執行され、公安機関、住民委員会・村民委員会等の関係組織は
その執行を協力しなければならない（『反家庭暴力法』第 32条）。
　他方、被申請者が人身安全保護令に違反したとき、犯罪に達しない場合に
は、人民法院が訓告を行わなければならない。なお、情状によって過料、15

日以下の拘留の罰に処することもできる（『反家庭暴力法』第 34条）。犯罪に
該当する場合には、主に中国『刑法』第 313条の「判決・裁定履行拒否罪」47）

により罪を認定し、処罰する。また、同時に他の罪に該当する場合には、『刑
法』に照らして処罰する 48）。

（2）人身安全保護令の執行機関に関する一検討

　人身安全保護令制度は、ファミリー・バイオレンスを予防するための重要な
制度であるといえる。前述のように、人身安全保護令の執行機関は裁判所であ
る。ただし、『反家庭暴力法』においてその執行の内容は規定していない。そ
して、人身安全保護令の執行は、財産給付の執行でなく、人身権利に関わる裁
定の執行と考えられる 49）。そこで、人身権利に関わる裁定の執行に伴う職能は

47）　中国『刑法』第 313条（判決、裁定履行拒否罪）①人民法院による判決又は裁
定に対する履行能力があるにもかかわらず、その履行を拒否した者は、情状が重大
であるとき、3年以下の有期拘禁刑、拘役又は罰金に処する。情状が特に重大であ
るときは、3年以上 7年以下の有期拘禁刑に処し、罰金を併科する。
　　②単位が前項の罪を犯したときは、単位を罰金に処するほか、その直接に責任を
負う主たる管理者及びその他の直接に責任を負う者も、前項の規定により処罰する。

48）　中国『最高人民法院关于办理人身安全保护令案件适用法律若干问题的规定』
（2022年）第 12条。

49）　陳敏「人身安全保護令実施現状、挑戦及其解決」預防青少年犯罪研究（2016年）
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ほぼ存しない人民法院にとって、かなり困難だと言える。特に、禁止命令が多
い人身安全保護令には、長時間の待機が必要である。現在の中国の裁判所の職
務にとって、それは無理があると言わざるを得ない。
　これに対し、前述のように、公安機関、住民委員会・村民委員会等の関係組
織には人身安全保護令の執行に協力することが義務づけられる。2022年の人
身安全保護令制度の適用に関する意見 50）により、公安機関が協力できる内容は、
「①被申請者（加害者）が人身安全保護令を遵守するようを監督すること、②
被申請者が保護令に違反した通報を受けてから、速やかに現場に向かい、違法
行為を阻止しなければならないこと、③通報を受けてから、被害者を救助・保
護し、なお証拠の収集、保存を行うこと、④被申請者が保護令に違反したこと
を裁判所に報告する等のこと」である。また、住民委員会・村民委員会、婦女
連合会、学校等の関係組織が協力できる内容は、「①定期的な訪問、記録を行
い、訪問表又は記録表を記入し、保護令の期間満了後、当事者がサインで確認
した表を裁判所に提出すること、②被申請者が保護令に違反したことを判明し
たときに、その被申請者を批評・教育してかつ状況表に記録し、そして被害者
が裁判所又は公安機関に連絡できるように幇助すること、③加害者に法教育を
行い、さらに必要に応じて加害者、被害者に心理カウンセリングを行う等のこ
と」である。以上の協力内容から見ると、正式な執行機関である裁判所と比
べ、逆に協力組織にはその業務が詳しく規定されている。
　また、公安機関に比べ、その他の関係組織の業務は定期訪問・記録、連絡の
ような協力の範囲に要求されている。これに対し、公安機関の協力内容は被申
請者に対する監督、通報の対応、被害者の救援等の人身安全保護命令の執行の
ような業務であると思われる。その協力内容は、『中華人民共和国警察法』の
第 2条 51）に規定する警察の任務範囲と重ねていると考えられる。特に『反家庭

第 3期 38-39頁。
50）　中国最高人民法院、全国妇联、教育部、公安部、民政部、司法部、卫生健康委
『关于加强人身安全保护令制度贯彻实施的意见』第 17、18条。

51）　中国『中華人民共和国警察法』第 2条「人民警察の任務は、国家の安全、社会
の治安と秩序を維持し、公民の人身安全、人身自由及び合法的な財産を保護し、公
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暴力法』により速やかに現場へファミリー・バイオレンスの状況を確認する義
務が課される公安機関は、中国でファミリー・バイオレンスに対処する最前線
と言える。また、公安機関の 110番が 24時間制のため、「人身安全保護令」の
申請者にとって、被申請者が当該命令に違反するときに、110番に通報するこ
とは最速、便利な方法である。つまり、公安機関は、その自身の業務により、
「人身安全保護令」の実現を支えることができる。執行する機関としては、裁
判所より公安機関が最も相応しいと思われる。

4．『治安管理処罰法』の治安管理処罰

　日本と違い、中国では、国家の公権力によって処罰は、裁判機関が行使する
司法権に基づく刑罰と、行政機関が行使する行政権に基づく行政処罰の 2つが
存在している。すなわち、社会に危害を加えた違法行為に対する処罰には、
『治安管理処罰法』の行政処罰又は『刑法』の刑罰を科するという「二元的処
罰体系」である。前述のように、『反家庭暴力法』に基づき、ファミリー・バ
イオレンスの情状によって、その暴力行為には治安管理処罰又は刑罰に処す
る。『治安管理処罰法』の第 2条により、公共の秩序を乱し、公共の安全を妨
害し、人身の権利又は財産の権利を侵害し、社会の管理を妨害し、社会危害性
を有し、刑事処罰に至らない「治安管理に違反する行為」には、公安機関が
『治安管理処罰法』に基づき、治安管理処罰に処する。例えば、『治安管理処罰
法』の第 45条において、家族を虐待し、又は独立に生活する能力がない被扶
養者を遺棄したときは、5日以下の行政拘留 52）、又は警告 53）に処するという規定
がある。すなわち、ファミリー・バイオレンスと関係が深い虐待、遺棄行為に
は、『治安管理処罰法』が名誉罰と自由罰を設定した。とりわけ、ファミリー・

共的な財産を保護し、違法犯罪の行動を予防、制止、処罰することである。」
52）　ここの「行政拘留」は、行政機関（主には公安機関）は治安管理に違反する行
為を行った者に対し、短期内で人身自由を制限する処罰である。その期間は 1日以
上最長 15日であり、併合処罰しても最長 20日を超過してはならない。

53）　「警告」は、行政機関は治安管理に違反する者に対し、書面で作出する譴責また
は戒告である。名誉罰として、最も軽い行政処罰である。



都法 64巻 1号（2023年 7月） 485

バイオレンスの加害者と被害者の家族関係を考えると、名誉罰、過料、自由罰
のような行政処罰（治安管理処罰）は、加害者に一定の威服を与える上に、刑
罰のような家族関係を破壊しやすい強さはなく、後続の家族関係にとって修復
しやすいという利点があると思われる。
　他方、公安機関は、その「治安管理に違反する行為」の調査機関、決定機関
である。さらに、決定を下した公安機関が、行政拘留が決定された者を拘留所
へ送って、執行させる。要するに、「治安管理に違反する行為」への対応は、
手続きから見れば、公安機関その自身で完結できるとみられる。そのため、行
政処罰としての治安管理処罰は、複雑な手続きがある刑罰に比べ、速やかに対
応することが実現し、未だ深刻化していないファミリー・バイオレンスを抑止
しうる実効性も否定できない。

5．小括―中国の一括式のファミリー・バイオレンス対処

　日本の分散式であるファミリー・バイオレンス対処の特別法に比べ、中国の
『反家庭暴力法』は、ファミリー・バイオレンスに対して一括的に対処する法
律である。こういった基本的視点の相違が、両国の最大の違いであるといえ
る。徐々に深刻化していくファミリー・バイオレンスの問題に応じて、2016

年『反家庭法力法』の実施は，中国で「反家庭暴力」という目標の第一歩であ
ると考えられる。しかしながら、ファミリー・バイオレンス行為に二元的処罰
を加え、そして保護命令に関する公的解釈を追加しても、日本のような先進国
と比べ、中国におけるファミリー・バイオレンスの法対処は、あえて厳しい評
価をするのであれば、未だ初期段階であると言わざるを得ない。
　例えば、前述のように、『反家庭暴力法』の保護対象の範囲について、家庭
構成員以外、共同生活者でも本法の保護対象となる。一見すると、保護は広い
ように見えるが、実は未だ不十分なものと言わざるを得ない。特に DVの領域
において、例えば共同生活していない恋人、元配偶者等のような家庭の構成員
でなく、共同生活もしていないファミリー・バイオレンスの被害者には、どの
ような保護をするべきなのか、未だ明確にされていない。この「共同生活者」
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を、日本の『DV防止法』を参考にしつつ、「生活の本拠を共にする交際をする
関係にある相手」と実質的に解釈することができよう。そして当該関係にある
相手からの暴力を受けた後に、当該関係を解消した場合にあっては、当該関係
にあった者から引き続き受ける暴力も、『反家庭暴力法』の対処範囲に含める
べきである。そうすることで、ようやく、事実上婚姻関係、共同生活している
恋人に限らず、元配偶者、共同生活していない恋人にまでも、『反家庭暴力法』
による保護がなされ、ファミリー・バイオレンスに対する救済も十分に行われ
るようになる。また、ファミリー・バイオレンスの範囲についても、同法の第
2条により、ファミリー・バイオレンスの形態は、殴打、緊縛、傷害、罵倒等
の積極的な作為の形式で規定されている。しかし、家庭構成員に対するネグレ
クト、被監護者に対する不保護、放置等の消極的な不作為の形式は明確に規定
されているわけではない。現実には、不作為が原因で、被害者が死亡した事案
も存在している。消極的暴力は積極的暴力より危険性が小さいとは必ずしも断
言できないのであり、両者とも、相当な危険性があると評価できる。そして、
「経済的暴力」や「性的暴力」も、「身体的暴力」「精神的暴力」に限定してい
る現行法に追加すべきであろう。一括的に対応する法律には、ファミリー・バ
イオレンスの定義及びその保護対象のような基礎的な法概念が、法的対応のた
めの基盤となる。被害者と暴力の特徴と十分に考慮し、それと相応しい規定を
現行法に追加すべきであると考えられる。
　一方、現行法の最も厳しい問題は、その内容について、現実には実効性が弱
すぎるという評価は避けられない。前述のように、中国の『反家庭暴力法』は
ファミリー・バイオレンスを一括して、それに対処する法律である。そうする
と、ファミリー・バイオレンス問題の内部に存在している複雑の被害者ごとの
特徴に応じて、その保護、支援、予防及び手続等の内容は、より詳しく規定し
なければならない。しかしながら、ファミリー・バイオレンスの対処につい
て、被害者の保護と自立支援や、加害者の矯正や、暴力への対応の特別措置等
を、簡単に規定したに過ぎず、具体的な措置と手続が全く定められていなかっ
た。そして、ファミリー・バイオレンスの予防において、各組織に「しなけれ
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ばならない」といった義務を多数規定しているものの、義務に違反した場合の
具体的な法的責任が明確にされていない。それゆえに、ファミリー・バイオレ
ンスを予防する効果が現れないと考えられる。ファミリー・バイオレンスを防
止する法律として、手続きの内容が希薄であり、現状では十分ではないと言わ
ざるを得ない。
　これに対し、日本では、ファミリー・バイオレンスに対応するため、行政福
祉法以外に、専門的な行政機構が整備されている。例えば、児童に対応する児
童相談所、DV被害者に対応する配偶者暴力相談支援センター、及び高齢者に
対応する老人福祉施設等のような、専門的な相談、保護、救済さらに支援等の
業務を行う行政福祉機構である。『反家庭暴力法』は、政府、住民委員会、村
民委員会、社会事業サービス機構、婦人連合会等組織に、ファミリー・バイオ
レンスを対処する義務を課するものの、具体的な職務・業務の配分が、シンプ
ルで希薄すぎる。そのため、各組織がファミリー・バイオレンスを予防する実
効性も減ぜられている。また、被害者にとっても、数多くの機構に向かわざる
を得ないとするならば、混乱を感じやすく、救済を求める時は逆に困り、苦境
に陥ってしまう。したがって、ファミリー・バイオレンスの予防及び救済のた
め、日本のような、専門的なファミリー・バイオレンス対処機構の創設が重要
になると考えられる。

四、終わりに

　本稿では、日本と中国のファミリー・バイオレンスに関する法律を考察し、
両国の法対応を簡単に検討した。ファミリー・バイオレンスに対し、中国の法
対応の各方面でも未だ初期段階であると言わざるを得ない。確かに日本の法的
対応にも日本なりの問題点が存在しているが、その被害者と暴力の特徴を十分
に考慮する立法観念、及び各専門的行政機構の設置は、中国には、重要な参考
になり得ると考えられる。
　一方、中国の一括的法対応は、不十分さはあるものの、その対応範囲に柔軟
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性を含み得るという利点があることは評価すべきであろう。そして、ファミ
リー・バイオレンスの加害者には、『治安管理処罰法』と『刑法』の二元的処
罰体系があるため、刑事法に対応する程度に達していない暴力行為にも、行政
処罰である治安管理処罰で速やかに対応できるという長所もある。刑罰と比
べ、行政処罰の予防効果もより速く実現できるのである。
　もっとも、両国のファミリー・バイオレンスに対する法対応について、本稿
で明らかにし得たのは、その一部でしかない。今後、さらに台湾の『家庭暴力
防治法』に関する考察を加え、法対応の比較研究を続けていくことにしたい。


